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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、取引所リンクを介して取引所に通信される取引メッセージの取引カ
ウントをゲートウェイにて追跡するステップ、
　プロセッサにより、取引カウントに基づいて第１の取引制限を定義するステップ、
　プロセッサにより、第１の取引制限の関数として第２の取引制限を算出するステップ、
ここで、第２の取引制限は、取引所リンクに関連付けられた予備キャパシティに対応する
ものである、
　プロセッサにより、取引所へ通信する複数の取引メッセージのそれぞれにメッセージ優
先度を割り当てるステップ、
　取引カウントが第２の取引制限よりも多い場合に、プロセッサにより、複数の取引メッ
セージのうち、第１のメッセージ優先度を有する取引メッセージを取引所に通信するステ
ップ、
　プロセッサにより、複数の取引メッセージのうち、第２のメッセージ優先度を有する取
引メッセージを拒絶するステップ、
　を含む、方法。
【請求項２】
　取引カウントを追跡するステップは、プロセッサにより、取引所リンクを介してゲート
ウェイから取引メッセージが通信されたときに取引カウントをインクリメントするステッ
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プを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　第１の取引制限を定義するステップは、
　　プロセッサにより、ゲートウェイにて受信された複数の応答メッセージのそれぞれに
関連するメッセージレイテンシーを算出するステップ、
　　プロセッサにより、メッセージレイテンシーの増加を識別するステップ、
　　メッセージレイテンシーの増加に応じて、プロセッサにより、取引カウントに基づい
て第１の取引制限を推定するステップ、
　を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　第２の取引制限は、１日の時間に基づいて変化する、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　第２の取引制限は、取引カウントに基づいて変化する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　メッセージ優先度は、注文ポリシーに関連して割り当てられる、請求項１に記載の方法
。
【請求項７】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、ゲートウェイを介して複数の取引メッセージを取引所に通信するス
テップ、
　プロセッサにより、取引所リンクを介して通信される取引メッセージの取引カウントを
追跡するステップ、
　プロセッサにより、複数の取引メッセージに応答してゲートウェイにて受信される複数
の応答メッセージのそれぞれに関連するメッセージレイテンシーを算出するステップ、
　プロセッサにより、取引カウントとメッセージレイテンシーとに基づいて取引制限を定
義するステップ、
　を含む、方法。
【請求項８】
　取引制限を定義するステップは、
　　プロセッサにより、メッセージレイテンシーの増加を識別するステップ、
　　メッセージレイテンシーの増加に応じて、プロセッサにより、取引カウントに基づい
て第１の取引制限を推定するステップ、
　を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　プロセッサにより、取引制限の関数として第２の取引制限を算出するステップ、ここで
、第２の取引制限は、取引所リンクに関連付けられた予備キャパシティに対応するもので
ある、
　をさらに含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　第２の取引制限は、１日の時間に基づいて変化する、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　第２の取引制限は、取引カウントに基づいて変化する、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　プロセッサにより、取引所リンクを介して通信される複数の取引メッセージのそれぞれ
にメッセージ優先度を割り当てるステップ、
　プロセッサにより、取引所リンクを介して第１のメッセージ優先度を有する取引メッセ
ージを通信するステップ、
　プロセッサにより、取引カウントが第２のスロットル制限のパーセントであるときに、
第２のメッセージ優先度を有する取引メッセージを拒絶するステップ、
　をさらに含む、請求項９に記載の方法。
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【請求項１３】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれのメッセージタイプに基づく、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれに関連するトレーダに基づく、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれに関連するリスクポジションに
基づく、請求項１２に記載の方法。
【請求項１６】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれに関連する実行可能性に基づく
、請求項１２に記載の方法。
【請求項１７】
　メッセージ優先度は、取引カウントに基づく、請求項１２に記載の方法。
【請求項１８】
　取引制限は、取引所リンクを介して拒絶メッセージが通信される時間に関連付けられる
、請求項７に記載の方法。
【請求項１９】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、ゲートウェイを介して複数の取引メッセージを取引所に通信するス
テップ、
　プロセッサにより、取引所リンクを介して通信される取引メッセージの取引カウントを
追跡するステップ、
　取引所リンクを介して拒絶メッセージを受信することに応じて、プロセッサにより、取
引カウントに基づいて取引制限を定義するステップ、
　を含む、方法。
【請求項２０】
　プロセッサにより、取引所に通信される複数の取引メッセージのそれぞれのメッセージ
タイプを特定するステップ、
　プロセッサにより、第１のメッセージタイプの取引メッセージを、取引所リンクを介し
て通信するステップ、
　取引カウントが取引制限の一部であるときに、プロセッサにより、第２のメッセージタ
イプの取引メッセージを拒絶するステップ、
　を含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、取引所リンクの取引制限を定義するステップ、
　プロセッサにより、取引制限に基づいて第２の取引制限を算出するステップ、ここで、
第２の取引制限は、取引制限のパーセンテージに対応するものである、
　プロセッサにより、第２の取引制限および注文ポリシーに基づいて、取引所リンクを介
して取引所に複数の取引メッセージを通信するステップ、
　を含む、方法。
【請求項２２】
　プロセッサにより、取引所に通信される取引メッセージの取引カウントを追跡するステ
ップ、
　プロセッサにより、取引カウントに基づいて取引制限のパーセンテージを変化させるス
テップ、
　をさらに含む、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　注文ポリシーは、
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　プロセッサにより、取引所に通信される複数の取引メッセージのそれぞれにメッセージ
優先度を割り当てるステップ、
　取引カウントが第２の取引制限よりも多い場合に、プロセッサにより、第１のメッセー
ジ優先度を有する取引メッセージを取引所に通信し、第２のメッセージ優先度を有する取
引メッセージを遅延させるステップ、
　をさらに含む、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれに関連する取引に基づく、請求
項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　メッセージ優先度は、複数の取引メッセージのそれぞれに関連するリスクポジションに
基づく、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、取引所リンクを介してゲートウェイから受信した取引メッセージの
取引カウントを取引所にて追跡するステップ、
　プロセッサにより、取引カウントを取引制限の一部と比較することで、インジケーショ
ンを作成するステップ、
　プロセッサにより、インジケーションに基づいて、ゲートウェイに警告メッセージを通
信するステップ、
　プロセッサにより、警告メッセージへの応答に基づき、ゲートウェイから受信される取
引メッセージの一部の通信を第２の取引所リンクへ切り替えるステップ、
　を含む、方法。
【請求項２７】
　警告メッセージへの応答は、取引メッセージの少なくとも一部に関連するトレーダを含
む、請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、取引所リンクを介してゲートウェイから受信した取引メッセージの
取引カウントを取引所にて追跡するステップ、
　プロセッサにより、取引カウントを取引制限の一部と比較することで、インジケーショ
ンを作成するステップ、
　プロセッサにより、インジケーションに基づいて、ゲートウェイに警告メッセージを通
信するステップ、
　プロセッサにより、警告メッセージへの応答に基づき、取引制限を調整するステップ、
　を含む、方法。
【請求項２９】
　メッセージの管理を行う方法であって、
　プロセッサにより、ゲートウェイにて、複数の取引メッセージのそれぞれにメッセージ
優先度を割り当てるステップ、ここで、ゲートウェイは、複数の取引メッセージのそれぞ
れを取引所に通信するものである、
　取引所に通信される取引メッセージの数に対応する取引カウントが取引制限の一部であ
る場合に、
　プロセッサにより、複数の取引メッセージのうち、第１のメッセージ優先度を有する取
引メッセージを取引所に通信するステップ、
　プロセッサにより、複数の取引メッセージのうち、第２のメッセージ優先度を有する取
引メッセージを拒絶するステップ、
　を含む、方法。
【請求項３０】
　請求項１から２９のいずれか１つに記載の方法をプロセッサに実行させる命令を保存し
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た、コンピュータ読み取り可能媒体。
【請求項３１】
　請求項１から２９のいずれか１つに記載の方法をプロセッサに実行させるためのコンピ
ュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般的に電子取引環境に関し、より詳細には、取引所の制限による不利な影
響を防止するための方法およびシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子取引システムは一般的に、電子取引所と通信する取引デバイスを含む。電子取引所
は、価格や数量などの市場に関する情報を取引デバイスに送信する。取引デバイスは、注
文に関するメッセージなどを電子取引所に送信する。電子取引所は、ある注文の数量と、
それに相対する１つ又は複数の注文の数量とのマッチングを試みる。
【０００３】
　電子取引所のシステムは、多くの場合、メッセージングや取引に関する制限を有する。
取引制限によっては、全ての参加者の取引を停止させる可能性があり、また、一人のトレ
ーダの注文実行能力のみに影響する場合もある。場合によっては、取引制限は市場参加者
に提供されない。
【０００４】
　以下の図面を参照しながら実施形態が開示される。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１】ある実施形態を実施可能な例示的な電子取引システムのブロック図
【図２】ある実施形態を実施可能な別の例示的な電子取引システムのブロック図
【図３】開示された実施形態を実施するために用いられる例示的なコンピューティングデ
バイスのブロック図
【図４】開示された実施形態を実施するために実行可能な機械読み取り可能な命令を表す
フロー図
【図５】開示された実施形態を実施するために実行可能な機械読み取り可能な命令を表す
フロー図
【図６】開示された実施形態を実施するために実行可能な機械読み取り可能な命令を表す
フロー図
【図７】図４－図６の機械読み取り可能な命令を実行可能なメッセージ管理システムのブ
ロック図
【図８】開示された実施形態を実施するために実行可能な機械読み取り可能な命令を表す
フロー図
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　特定の実施形態は、例を示すものとして提供される図面と併せて読むことでより良く理
解される。しかしながら、実施形態は、添付の図面に示した配置や手段に限定されないも
のと理解すべきである。
【０００７】
　取引所は、ある期間にて取引所に通信される取引の数に制限を課すことがある（例えば
、取引所の取引制限やスロットル制限）。しかしながら、取引所は、その制限を取引シス
テムの参加者に提供（又は通知）しない場合がある。取引制限に達すると、取引所は、そ
の後に受信する取引メッセージを保留又は遅延させる、取引制限を超える取引メッセージ
に関して、送信者に罰金を課す又はその他のペナルティーを課す、あるいは、取引制限に
達した後に受信した取引メッセージを単に拒絶する、場合がある。従来のシステムは、取
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引制限を決定しないため、取引メッセージを取引所に送信又は通信し続けることとなり、
結局、取引メッセージは取引所に拒絶される。その結果、優先度の高い又は「重要」な取
引メッセージが実行されない可能性がある。
【０００８】
　本明細書に開示された実施形態は、これらの取引所の制限による不利な影響を防止する
ために、優先度の高い取引メッセージを取引所での実行のために取引所に通信すべきであ
ることを認識している。従来の取引システムとは異なり、本明細書に開示された実施形態
は、取引メッセージの数を確保しておくことで拒絶メッセージ又はその他の望ましくない
結果を受けることなく、優先度の高い取引メッセージを取引所に通信することを確保する
。より具体的には、取引所に通信された取引のスループットおよびそれに対応する応答メ
ッセージをモニタすることにより、予備キャパシティが算出される。本明細書に開示され
る実施形態によれば、取引所の取引制限は、拒絶メッセージを受信する前に通信された取
引の数を追跡することによって発見（又は定義）することができる。本明細書に開示され
る実施形態によれば、人工的な取引制限を取引所の取引制限の関数として計算することが
できる。ある例では、取引所の取引制限と人工的な取引限度との差により取引メッセージ
の予備キャパシティを生成する。ある例では、優先度の低い取引メッセージは拒絶（例え
ば、キャンセル、遅延など）される一方で、優先度の高い取引メッセージは予備キャパシ
ティを用いて取引所に通信する。このような実施形態において、優先度の低い取引メッセ
ージを阻止（又はキャンセル）しながら、優先度の高い取引メッセージを予備キャパシテ
ィを用いて通信することができる。
【０００９】
　発明の詳細な説明は、コンポーネントの中でも特にハードウェア上で実行されるソフト
ウェアを含む実施形態を開示するが、これらの実施形態は単なる例示であり、限定的なも
のとして解釈すべきではない。例えば、これらのハードウェアおよびソフトウェアのコン
ポーネントのいずれか又は全てが、ハードウェアにて独占的に、ソフトウェアにて独占的
に、ファームウェアにて独占的に、又は、ハードウェア、ソフトウェアおよび／又はファ
ームウェアの任意の組み合わせにて、実装されてもよい。したがって、実施形態はその他
の方法により実施・実装されてもよい。
【００１０】
Ｉ．実施形態に関する簡単な説明
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、取引所リンクを介して取引所
に通信される取引メッセージの取引カウントをゲートウェイにて追跡するステップを含む
方法を提供するものである。当該例示的な方法は、取引カウントに基づいて第１の取引制
限を定義するステップを含む。当該方法はさらに、第１の取引制限の関数として第２の取
引制限を算出するステップを含む。ここで、第２の取引制限は、取引所リンクに関連付け
られた予備キャパシティに対応するものである。当該方法はさらに、取引所へ通信する複
数の取引メッセージのそれぞれにメッセージ優先度を割り当てるステップを含む。当該方
法はさらに、取引カウントが第２の取引制限よりも多い場合に、複数の取引メッセージの
うち、第１のメッセージ優先度を有する取引メッセージを取引所に通信するステップと、
第２のメッセージ優先度を有する取引メッセージを遅延させるステップと、を含む。
【００１１】
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、ゲートウェイを介して複数の
取引メッセージを取引所に通信するステップを含む方法を提供するものである。当該例示
的な方法はさらに、取引所リンクを介して通信される取引メッセージの取引カウントを追
跡するステップを含む。当該方法はさらに、複数の取引メッセージに応答してゲートウェ
イにて受信される複数の応答メッセージのそれぞれに関連するメッセージレイテンシーを
算出するステップを含む。当該方法はさらに、取引カウントとメッセージレイテンシーと
に基づいて取引制限を定義するステップを含む。
【００１２】
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、ゲートウェイを介して複数の
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取引メッセージを取引所に通信するステップを含む方法を提供するものである。当該例示
的な方法はさらに、取引所リンクを介して通信される取引メッセージの取引カウントを追
跡するステップを含む。当該方法はさらに、取引所リンクを介して拒絶メッセージを受信
することに応じて、取引カウントに基づいて取引制限を定義するステップを含む。
【００１３】
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、取引所リンクの取引制限を定
義するステップを含む方法を提供するものである。当該例示的な方法はさらに、プロセッ
サにより、取引制限に基づいて第２の取引制限を算出するステップを含む。ここで、第２
の取引制限は、取引制限のパーセンテージに対応するものである。当該方法はさらに、第
２の取引制限および注文ポリシーに基づいて、取引所リンクを介して取引所に複数の取引
メッセージを通信するステップを含む。
【００１４】
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、取引所リンクを介してゲート
ウェイから受信した取引メッセージの取引カウントを取引所にて追跡するステップを含む
方法を提供するものである。当該例示的な方法はさらに、取引カウントを取引制限の一部
と比較することで、インジケーションを作成するステップを含む。当該方法はさらに、イ
ンジケーションに基づいて、ゲートウェイに警告メッセージを通信するステップを含む。
【００１５】
　ある実施形態は、メッセージの管理を行う方法であって、ゲートウェイにて、複数の取
引メッセージのそれぞれにメッセージ優先度を割り当てるステップを含む方法を提供する
ものである。ここで、ゲートウェイは、複数の取引メッセージのそれぞれを取引所に通信
するものである。当該例示的な方法はさらに、取引所に通信される取引メッセージの数に
対応する取引カウントが取引制限の一部である場合に、複数の取引メッセージのうち、第
１のメッセージ優先度を有する取引メッセージを取引所に通信するステップと、第２のメ
ッセージ優先度を有する取引メッセージを遅延させるステップと、を含む。
【００１６】
ＩＩ．電子取引システムの例
　図１は、ある実施形態を採用可能な例示的な電子取引システム１００を表すブロック図
を示す。システム１００は、取引デバイス１１０と、ゲートウェイ１２０と、取引所１３
０とを備える。取引デバイス１１０は、ゲートウェイ１２０と通信する。ゲートウェイ１
２０は、取引所１３０と通信する。本明細書における「通信」との用語は、直接的な通信
、および／又は、１つ若しくは複数の中間コンポーネントを介した間接的な通信を包含す
る。図１に示す例示的な電子取引システム１００は、本明細書における示唆および開示か
ら逸脱しない範囲で、付加的な機能や性能を提供する付加的なコンポーネント、サブシス
テムおよびエレメントと通信してもよい。
【００１７】
　動作中において、取引デバイス１１０は、取引所１３０からゲートウェイ１２０を介し
て市場データを受信する。ユーザは取引デバイス１１０を使用して、この市場データのモ
ニタを行う、および／又は、１つ又は複数の取引可能オブジェクトを買う又は売るための
注文メッセージを取引所１３０に送信する意思決定を行う。
【００１８】
　市場データは、取引可能オブジェクトのための市場に関するデータを含む。例えば、市
場データは、内部市場、市場深度、最終取引価格（「ＬＴＰ」）、最終取引量（「ＬＴＱ
」）又はそれらの組み合わせを含む。（時間の経過とともに変化する）内部市場は、ある
時点における特定の取引可能オブジェクトに関する利用可能な最低アスク価格（ベストオ
ファー）および最高ビッド価格（ベストビッド）である。市場深度は、内部市場で利用可
能な数量および内部市場から離れた他の価格で利用可能な数量のことをいう。利用可能な
数量次第で、市場深度の「ギャップ」が存在する場合がある。
【００１９】
　取引可能オブジェクトは、取引される任意の対象物である。例えば、取引可能オブジェ
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クトの特定の数量を、特定の価格で買う又は売ることができる。取引可能オブジェクトに
は例えば、金融商品、株式、オプション、債券、先物、通貨、ワラント、ファンドデリバ
ティブ、証券、商品、スワップ、金利商品、インデックスベース商品、取引イベント、物
品、又はそれらの組み合わせが含まれる。取引可能オブジェクトには、取引所（例えば取
引所１３０）によってリスト化および／又は管理された商品、ユーザによって定義された
商品、実際の商品若しくは合成の商品の組合せ、又はそれらの組み合わせが含まれる。な
お、実際の取引可能オブジェクトに対応するおよび／又は類似する、合成の取引可能オブ
ジェクトが存在してもよい。
【００２０】
　注文メッセージは、取引注文を含むメッセージである。取引注文は例えば、取引可能オ
ブジェクトを買う又は売るためのコマンドや、定められた取引戦略に従って注文の管理を
開始するコマンドや、提出済みの注文を変更（例えば作業中の注文を修正する）又はキャ
ンセルするコマンドや、注文に関連する電子取引所への指示や、それらの組み合わせであ
ってもよい。
【００２１】
　取引デバイス１１０は、１つ又は複数の電子計算プラットフォームを有してもよい。例
えば、取引デバイス１１０は、デスクトップコンピュータ、ハンドヘルドデバイス、ラッ
プトップ、サーバ、ポータブルコンピューティングデバイス、取引端末、埋め込まれた取
引システム、ワークステーション、アルゴリズム取引システム（「ブラックボックス」や
「グレーボックス」）、コンピュータのクラスタ、又はそれらの任意の組み合わせを含ん
でもよい。別の例として、取引デバイス１１０は、プロセッサによって実行される１つ又
は複数のコンピュータプログラム、アプリケーション、ライブラリあるいはコンピュータ
読み取り可能命令などをアクセス可能に記憶するように構成されたメモリ又はその他の記
憶媒体と通信を行うシングル又はマルチコアプロセッサを含んでもよい。
【００２２】
　本明細書における「～ように構成された（configured to, adapted to）」との用語は
、エレメント、構造又はデバイスが特定の機能又は特定の目的を実行するように修正、ア
レンジ、変更などされている場合を包含する。
【００２３】
　例示として、取引デバイス１１０は、イリノイ州シカゴにあるトレーディングテクノロ
ジーズインターナショナルインコーポレイティッド（以降では「トレーディングテクノロ
ジーズ」と称する）が提供する電子取引プラットフォームであるＸ＿ＴＲＡＤＥＲ（登録
商標）のコピーを実行するパーソナルコンピュータとして実装されてもよい。別の例とし
て、取引デバイス１１０は、トレーディングテクノロジーズが提供するＡＤＬ（商標）、
ＡＵＴＯＳＰＲＥＡＤＥＲ（登録商標）、および／又はＡＵＴＯＴＲＡＤＥＲ（商標）な
どの自動取引ツールを提供する取引アプリケーションを実行するサーバであってもよい。
さらに別の例では、取引デバイス１１０は、サーバと通信する取引端末を含んでもよく、
この場合、取引端末とサーバが集合的に取引デバイス１１０となる。
【００２４】
　取引デバイス１１０は一般的に、ユーザによって所有、操作、制御、プログラム、構成
、又はその他の方法の使用が行われる。本明細書における「ユーザ」との用語には、これ
らに限定されないが、人間（例えばトレーダ）、取引グループ（例えばトレーダのグルー
プ）又は電子取引デバイス（例えばアルゴリズム取引システム）が含まれる―１人又は複
数のユーザが、例えば所有、操作、制御、プログラミング、構成、又はその他の使用に関
与してもよい。
【００２５】
　取引デバイス１１０は、１つ又は複数の取引アプリケーションを含む。本明細書におけ
る取引アプリケーションは、電子商取引を可能にする又は改善するアプリケーションであ
る。取引アプリケーションは、１つ又は複数の電子取引ツールを提供する。例えば、取引
デバイスに記憶された取引アプリケーションは、１つ又は複数の取引ウィンドウに市場デ
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ータを配置および表示するように実行される。別の例では、取引アプリケーションは、ス
プレッド取引ツールを提供する自動スプレッド取引アプリケーションを含む。さらに別の
例では、取引アプリケーションは、自動的にアルゴリズムを処理して特定のアクション（
注文を出す、既存の注文を修正する、注文の削除する、など）を実行するアルゴリズム取
引アプリケーションを含む。さらに別の例では、取引アプリケーションは、１つ又は複数
の取引画面を提供する。取引画面は、１つ又は複数の市場と交信可能な１つ又は複数の取
引ツールを提供してもよい。例えば、ユーザは取引ツールを用いることで、様々な取引戦
略を実行しながら、市場データの取得・閲覧、注文エントリパラメータの設定、取引所へ
の注文メッセージの送信、取引アルゴリズムの展開、および／又は、位置のモニタリング
を行うことができる。取引アプリケーションが提供する電子取引ツールは常に利用可能で
あってもよく、あるいは、取引アプリケーションの特定の設定又は動作モードのみで利用
可能であってもよい。
【００２６】
　取引アプリケーションは、プロセッサによって実行可能にコンピュータ読み取り可能媒
体に記憶されたコンピュータ読み取り可能な命令を含む。コンピュータ読み取り可能媒体
には例えば、ランダムアクセスメモリ、読み出し専用メモリ、プログラマブル読み出し専
用メモリ、電気的プログラマブル読み出し専用メモリ、電気的消去可能読み出し専用メモ
リ、フラッシュメモリ、これらの任意の組み合わせ、又はその他の任意の有形データ記憶
デバイスなど、様々なタイプの揮発性／不揮発性の記憶媒体が含まれる。本明細書におけ
る非一時的又は有形のコンピュータ読み取り可能媒体との用語は、コンピュータ読み取り
可能記憶媒体の任意のタイプを含むが、伝搬信号は除外するものとして明示的に定義され
る。
【００２７】
　取引アプリケーションの１つ又は複数のコンポーネント又はモジュールは、別のコンピ
ュータ読み取り可能媒体から、取引デバイス１１０のコンピュータ読み取り可能媒体にロ
ードされてもよい。例えば、取引アプリケーション（又は取引アプリケーションのアップ
デート）は、製作者、開発者又は発行者によって１つ又は複数のＣＤ又はＤＶＤ上に記憶
されるものであり、取引デバイス１１０にその後ロードされる、又は、取引デバイス１１
０が取引アプリケーションを読み取るためのサーバにロードされてもよい。別の例として
、取引デバイス１１０は、サーバから、例えばインターネット又は内部ネットワークを介
して取引アプリケーション（又は取引アプリケーションのアップデート）を受信してもよ
い。取引デバイス１１０は、取引デバイス１１０によって要求される場合に（例えば「プ
ル配信」）、および／又は、取引デバイス１１０によって要求されない場合に（例えば「
プッシュ配信」）、取引アプリケーション又はそのアップデートを受信してもよい。
【００２８】
　取引デバイス１１０は、注文メッセージを送信するように構成されてもよい。例えば、
注文メッセージは、ゲートウェイ１２０を介して取引所１３０に送信される。別の例とし
て、取引デバイス１１０は、実際の取引には影響を及ぼさないシミュレーション環境にお
けるシミュレートの取引所へ注文メッセージを送信するように構成される。
【００２９】
　注文メッセージは、ユーザの要求に応じて送信されてもよい。例えば、トレーダは取引
デバイス１１０を利用することで、注文メッセージを送信する、又は、取引注文に関する
１つ又は複数のパラメータ（例えば注文の価格および／又は数量）を手動で入力する。別
の例として、取引アプリケーションが提供する自動取引ツールは、取引注文に関する１つ
又は複数のパラメータを計算して注文メッセージを自動的に送信する。ある例では、自動
取引ツールは、送信用のメッセージを作成するがユーザからの確認がなければ実際にはそ
れを送信しない。
【００３０】
　注文メッセージは、１つ又は複数のデータパケットにて、又は、共有のメモリシステム
を介して送信される。例えば、注文メッセージは、取引デバイス１１０からゲートウェイ
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１２０を介して取引所１３０へ送信される。取引デバイス１１０は例えば、ローカルエリ
アネットワーク、広域ネットワーク、無線ネットワーク、バーチャルプライベートネット
ワーク、Ｔ１ライン、Ｔ３ライン、総合デジタル通信網（「ＩＳＤＮ」）ライン、ポイン
ト・オブ・プレゼンス、インターネット、および／又は共有メモリシステムを使用して、
ゲートウェイ１２０と通信する。
【００３１】
　ゲートウェイ１２０は、１つ又は複数の電子計算プラットフォームを含んでもよい。例
えば、ゲートウェイ１２０は、１つ又は複数のデスクトップコンピュータ、ハンドヘルド
デバイス、ラップトップ、サーバ、ポータブルコンピューティングデバイス、取引端末、
埋め込み取引システム、シングル／マルチコアプロセッサを搭載したワークステーション
、「ブラックボックス」又は「グレーボックス」などのアルゴリズム取引システム、コン
ピュータのクラスタ、又はそれらの任意の組み合わせとして実装されてもよい。
【００３２】
　ゲートウェイ１２０は、通信を容易にするものであってもよい。例えば、ゲートウェイ
１２０は、取引デバイス１１０と取引所１３０の間で通信されるデータのプロトコル変換
を実行する。ゲートウェイ１２０は例えば、取引デバイス１１０から受信した注文メッセ
ージを取引所１３０によって判別可能なデータ形式に処理する。同様に、ゲートウェイ１
２０は例えば、取引所１３０から受信した取引所の固有形式による市場データを取引デバ
イス１１０によって判別可能な形式に変換する。
【００３３】
　ゲートウェイ１２０は、上述の取引アプリケーションと同様に、電子取引を容易にする
又は向上させる取引アプリケーションを含んでもよい。例えば、ゲートウェイ１２０は、
取引デバイス１１０からの注文を追跡して、当該注文のステータスを取引所１３０から受
信した約定確認に基づいて更新する取引アプリケーションを有してもよい。別の例として
、ゲートウェイ１２０は、取引市場１３０からのデータを合体してそれを取引デバイス１
１０に提供する取引アプリケーションを有してもよい。さらに別の例では、ゲートウェイ
１２０は、リスク処理を提供する、インプライド（implieds）を計算する、注文処理を取
り扱う、市場データ処理を取り扱う、又はそれらの組み合わせを行う取引アプリケーショ
ンを含んでもよい。
【００３４】
　ある実施形態において、ゲートウェイ１２０が取引所１３０とどのように交信するかを
「取引所リンク」と称する。取引所リンクを介して、ゲートウェイ１２０は例えば、ロー
カルエリアネットワーク、広域ネットワーク、仮想プライベートネットワーク、Ｔ１ライ
ン、Ｔ３回線、ＩＳＤＮ回線、ポイント・オブ・プレゼンス、インターネット、および／
又は共有メモリシステムを使用して、取引所１３０と通信する。
【００３５】
　取引所１３０は、取引所における団体によって所有、操作、制御、又は使用されてもよ
い。例示的な取引所の団体には、ＣＭＥグループ、ロンドン国際金融先物オプション取引
所、インターコンチネンタル取引所、およびユーレックスが含まれる。取引所１３０は、
例えば取引所によって取引のために提供される取引可能オブジェクトの売買を可能とする
ように構成されたコンピュータ、サーバ又はその他のコンピューティングデバイスなどの
電子マッチングシステムを含んでもよい。取引所１３０は、一部は取引可能オブジェクト
をリスト化および／又は管理し、他は注文を受信してマッチングするような、別々の団体
を有してもよい。取引所１３０は例えば、電子通信ネットワーク（「ＥＣＮ」）を含む。
【００３６】
　取引所１３０は、電子取引所であってもよい。取引所１３０は、注文メッセージを受信
し、取引可能オブジェクトを売買するための相対する取引注文のマッチングを行うように
構成される。マッチングされなかった取引注文は、取引所１３０によって後の取引用にリ
スト化される。取引注文には例えば、取引デバイス１１０から又は取引所１３０と通信し
ているその他のデバイスから受信した取引注文を含んでもよい。例えば、取引所１３０は
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通常、マッチング対象となる取引注文を提供する様々なデバイス（取引デバイス１１０に
類似するものであってもよい）と通信する。
【００３７】
　取引所１３０は、市場データを提供するように構成される。市場データは、１つ又は複
数のメッセージ又はデータパケットにて、又は共有メモリシステムを介して提供されても
よい。取引所１３０は例えば、取引デバイス１１０又はゲートウェイ１２０などの契約デ
バイスに対してデータフィードを公開する。データフィードには、市場データが含まれる
。
【００３８】
　システム１００は、付加的な、異なる、又は、より少ない数のコンポーネントを含んで
もよい。例えば、システム１００は、複数の取引デバイス、ゲートウェイ、および／又は
取引所を含む。別の例では、システム１００は、ミドルウェア、ファイアウォール、ハブ
、スイッチ、ルータ、サーバ、取引所固有の通信機器、モデム、セキュリティマネージャ
ーおよび／又は暗号化／復号化装置など、その他の通信デバイスを含んでもよい。
【００３９】
ＩＩＩ．拡張された電子取引システムの例
　図２は、ある実施形態を採用可能な別の例示的な電子取引システム２００のブロック図
を示す。この例では、取引デバイス２１０ａは、ゲートウェイ２２０ａを介して取引所２
３０ａと通信する。以下の説明では主に、取引デバイス２１０ａ、ゲートウェイ２２０ａ
および取引所２３０ａに焦点を当てている。しかしながら、取引デバイス２１０ａは、取
引所２３０ｎに接続された任意の数のゲートウェイ２２０ｎに接続され、通信してもよい
。取引デバイス１１０ａとその他の取引所２３０ｎとの通信は、取引デバイス２１０ａと
取引所２３０ａとの通信と同じ、類似又は異なっていてもよい。一般的に、それぞれの取
引所は、取引デバイス、ゲートウェイ、ユーザ又は別の取引所との通信用の独自の好まし
い技術および／又はフォーマットを有している。
【００４０】
　（図１に示す取引デバイス１１０と類似し得る）取引デバイス２１０ａは、取引端末２
１４ａと通信するサーバ２１２ａを含んでもよい。サーバ２１２ａは、取引端末２１４ａ
よりもゲートウェイ１２０に対して地理的に近い位置に配置されてもよい。その場合、サ
ーバ２１２ａは、取引端末２１４ａよりもレイテンシーのメリットを有する。運転中にお
いて、取引端末２１４ａは、ユーザに取引画面を提供するとともに、さらなる処理のため
にサーバ２１２ａにコマンドを送信してもよい。例えば、取引アルゴリズムは、市場デー
タに基づく実行のためにサーバ２１２ａに展開されてもよい。サーバ２１２ａは、ユーザ
からのさらなる入力なしで取引アルゴリズムを実行してもよい。別の例では、サーバ２１
２ａは、自動取引ツールを提供する取引アプリケーションを含むとともに、取引端末２１
４ａと再び通信するものであってもよい。取引デバイス２１０ａは、付加的な、異なる、
又はより少ない数のコンポーネントを含んでもよい。
【００４１】
　取引デバイス２１０ａは、１つ又は複数の通信ネットワークを使用してゲートウェイ２
２０ａと通信してもよい。本明細書における通信ネットワークとは、取引デバイス２１０
ａ、ゲートウェイ２２０ａおよび取引所２２０ａの間の通信を促進又はそれを可能にする
、インターネットを含む任意のネットワークである。例えば、図２に示すように、取引デ
バイス２１０ａは、マルチキャスト通信ネットワーク２０２ａ上でゲートウェイ２２０ａ
と通信する。ネットワーク２０２ａ上のデータは、項目（例えば価格、注文又は約定）に
応じて論理的に分割されてもよい。その結果、サーバ２１２ａおよび取引端末２１４ａは
、それらの個々のニーズに応じて契約し、データ（例えば価格、注文又は約定に関連する
データ）の受信を行うことができる。
【００４２】
　（図１に示すゲートウェイ１２０と類似し得る）ゲートウェイ２２０ａは、価格サーバ
２２２ａと、注文サーバ２２４ａと、約定サーバ２２６ａとを備える。ゲートウェイ２２
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０ａは、付加的な、異なる、又はより少ない数のコンポーネントを含んでもよい。価格サ
ーバ２２２ａは、価格データの処理を行う。価格データには、１つ又は複数の取引可能オ
ブジェクトのための市場に関連するデータが含まれる。注文サーバ２２４ａは、注文デー
タを処理してもよい。注文データは、ユーザの取引注文に関連するデータである。例えば
、注文データには、注文メッセージ、確認メッセージ、又はその他のタイプのメッセージ
が含まれてもよい。約定サーバは、約定データを収集および提供する。約定データには、
取引注文の１つ又は複数の約定に関連するデータが含まれる。例えば、約定サーバ２２６
ａは、サーバ２２４ａを介してルーティングされた、約定済み又は未約定の取引注文の記
録を提供する。サーバ２２２ａ、２２４ａ、２２６ａは、同じ機械又は別の機械で実行さ
れてもよい。
【００４３】
　ゲートウェイ２２０ａは、１つ又は複数の通信ネットワーク（又はネットワーク内の取
引所リンク）を使用して取引所２３０ａと通信する。図２に示すように、例えば、ゲート
ウェイ２２０ａと取引所２３０ａを接続する２つの通信ネットワークが存在してもよい。
ネットワーク（又は取引所リンク）２０４ａは、価格サーバ２２２ａに市場データを通信
するために使用されてもよい。ある例では、取引所２３０ａは、このような市場データを
、契約デバイスに公開されたデータフィード内に含む。ネットワーク（又は取引所リンク
）２０６ａは、注文データを通信するために使用されてもよい。ある例では、取引所２３
０ａには、取引所リンクを通じて取引インターバル（取引ピリオド、注文入力インターベ
ルなど）の間に通信しうる取引の最大数が関連付けられる。例えば、取引所２３０ａに通
信される取引において、取引インターバル間の取引リミットを超える取引は取引所２３０
ａによって実行されない。
【００４４】
　（図１に示す取引所１３０と類似し得る）取引所２３０ａは、注文ブック２３２ａと、
マッチングエンジン２３４ａとを備える。取引所２３０ａは、付加的な、異なる、又はよ
り少ない数のコンポーネントを含んでもよい。注文ブック２３２ａは、マッチングされて
いない取引注文の数量に関連するデータを含んだデータベースである。例えば、注文ブッ
クは、内部市場、様々な価格レベルの市場深度、最終取引価格、および最終取引数量など
、取引可能オブジェクトのための市場に関連するデータを含む。マッチングエンジン２３
４ａは、相対するビッドとオファーをマッチングする。例えば、マッチングエンジン２３
４ａは、相対するビッドとオファーをマッチングする１つ又は複数のマッチングアルゴリ
ズムを実行してもよい。売り注文は、同じ価格の買い注文と相対する注文である。同様に
、買い注文は、同じ価格の売り注文に相対する注文である。
【００４５】
　動作中において、取引所２３０ａは、注文ブック２３２ａから価格サーバ２２２ａに価
格データを提供するとともに、マッチングエンジン２３４ａから注文サーバ２２４ａに注
文データおよび／又は約定データを提供してもよい。サーバ２２２ａ、２２４ａ、２２６
ａは、これらのデータを翻訳して、取引デバイス２１０ａに通信して戻すようにしてもよ
い。取引デバイス２１０ａは例えば、取引アプリケーションを使用してこのデータを処理
する。データは例えば、ユーザに表示される。別の例では、取引アルゴリズムがデータを
利用して、取引所２３０ａに取引注文を提出すべきかどうかを決定する。取引デバイス２
１０ａは、注文メッセージを準備し取引所２３０ａに送信してもよい。
【００４６】
　ある実施形態では、ゲートウェイ２２０ａは、取引デバイス２１０ａの一部である。例
えば、ゲートウェイ２２０ａのコンポーネントは、取引デバイス２１０ａと同じ計算プラ
ットフォームの一部であってもよい。別の例として、ゲートウェイ２２０ａの機能は、取
引デバイス２１０ａのコンポーネントによって実行されてもよい。ある実施形態では、ゲ
ートウェイ２２０ａは存在しない。このような構成は例えば、取引デバイス２１０ａが取
引所２３０ａと通信するためにゲートウェイ２２０ａを利用する必要がない場合に生じる
。それは例えば、取引デバイス２１０ａが取引所２３０ａと直接通信するように構成され
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る場合である。
【００４７】
　取引デバイス２１０ａに類似する付加的な取引デバイス２１０ｂ－２１０ｎが、ゲート
ウェイ２２０ａ－２２０ｎおよび取引所２３０ａ－２３０ｎの１つ又は複数に接続されて
もよい。また、ゲートウェイ２２０ａに類似する付加的なゲートウェイが、取引所２３０
ａに類似する複数の取引所と通信してもよい。それぞれのゲートウェイは例えば、１つ又
は複数の異なる取引所と通信する。このような構成によれば、例えば、１つ又は複数の取
引デバイス２１０ａは、複数の取引所と取引することができる（および／又は、複数の取
引所に冗長接続を提供することができる）。
【００４８】
ＩＶ．コンピューティングデバイスの例示
　図３は、開示される実施形態を実施するために使用可能な例示的なコンピューティング
デバイス３００のブロック図を示す。図１の取引デバイス１１０は、例えば、１つ又は複
数のコンピューティングデバイス３００を含む。図１のゲートウェイ１２０は、例えば、
１つ又は複数のコンピューティングデバイス３００を含む。図１の取引所１３０は、例え
ば、１つ又は複数のコンピューティングデバイス３００を含む。
【００４９】
　コンピューティングデバイス３００は、通信ネットワーク３１０と、プロセッサ３１２
と、メモリ３１４と、インタフェース３１６と、入力デバイス３１８と、出力デバイス３
２０とを含む。コンピューティングデバイス３００は、付加的な、異なる、又はより少な
い数のコンポーネントを含んでもよい。例えば、複数の通信ネットワーク、複数のプロセ
ッサ、複数のメモリ、複数のインタフェース、複数の入力デバイス、複数の出力デバイス
、又はそれらの任意の組み合わせが設けられてもよい。別の例として、コンピューティン
グデバイス３００は、入力デバイス３１８や出力デバイス３２０を含まなくてもよい。
【００５０】
　図３に示すように、コンピューティングデバイス３００は、通信ネットワーク３１０に
接続されたプロセッサ３１２を含む。通信ネットワーク３１０は、コンピューティングデ
バイス３００内のコンポーネント間におけるデータ通信のために、通信バス、チャネル、
電気的若しくは光学的なネットワーク、回路、スイッチ、ファブリック、又はその他の機
構を含んでもよい。通信ネットワーク３１０は、コンピューティングデバイス３００内に
おける任意のコンポーネント間での通信を可能に接続され、データを転送する。
【００５１】
　プロセッサ３１２は、任意の適切なプロセッサ、処理ユニット、又はマイクロプロセッ
サであってもよい。プロセッサ３１２には例えば、１つ又は複数の一般的なプロセッサ、
デジタルシグナルプロセッサ、特定用途向け集積回路、フィールドプログラマブルゲート
アレイ、アナログ回路、デジタル回路、プログラムされたプロセッサ、および／又はそれ
らの組合せが含まれる。プロセッサ３１２は、ネットワーク又は分散処理に関連付けられ
た１つ又は複数のデバイスのような、単一のデバイス又はデバイスの組み合わせであって
もよい。任意の処理ストラテジーとしては、多重プロセッシング、マルチタスキング、並
列処理および／又はリモート処理を使用してもよい。処理は、ローカル又はリモートであ
ってもよく、また―１つのプロセッサから別のプロセッサへ移動してもよい。ある実施形
態では、コンピューティングデバイス３００は、マルチプロセッサシステムであり、通信
ネットワーク３１０に通信可能に接続される１つ又は複数の付加的なプロセッサを含み得
る。
【００５２】
　プロセッサ３１２は、メモリ３１４のような１つ又は複数の有形媒体内にエンコードさ
れたロジックやその他のコンピュータ読み取り可能な命令を実行するように動作可能であ
ってもよい。本明細書で使用される１つ又は複数の有体媒体にエンコードされたロジック
には、プロセッサ３１２又は異なるプロセッサによって実行可能な命令が含まれる。ロジ
ックは、例えば、ソフトウェア、ハードウェア、集積回路、ファームウェア、および／又



(14) JP 6285460 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

はマイクロコードの一部として記憶されてもよい。ロジックは、ネットワーク３４０など
の通信ネットワークを介して外部の通信デバイスから受信されてもよい。プロセッサ３１
２は、図面に示された又は本明細書に記載された機能、動作、又はタスクを実現するため
のロジックを実行してもよい。
【００５３】
　メモリ３１４は、例えば、コンピュータ読み取り可能記憶媒体のような１つ又は複数の
有形媒体であってもよい。コンピュータ読み取り可能な記憶媒体には、例えば、ランダム
アクセスメモリ、読み出し専用メモリ、プログラマブル読み出し専用メモリ、電気的プロ
グラマブル読み出し専用メモリ、電気的消去可能読み出し専用メモリ、フラッシュメモリ
、これらの任意の組み合わせ、又はその他の任意の有形データ記憶デバイスを含む、様々
なタイプの揮発性および不揮発性の記憶媒体が含まれてもよい。本明細書で使用する非一
時的又は有形のコンピュータ読み取り可能媒体は、任意のタイプのコンピュータ読み取り
可能媒体を含むが伝搬信号を除外するものとして明示的に定義される。メモリ３１４には
、ハードディスクドライブ、光学メディア、磁気テープ又はディスクなどを含む、任意の
所望のタイプの大容量記憶デバイスが含まれる。
【００５４】
　メモリ３１４は、１つ又は複数のメモリデバイスを含んでもよい。例えば、メモリ３１
４には、ローカルメモリ、大容量記憶デバイス、揮発性メモリ、不揮発性メモリ、又はそ
れらの組み合わせが含まれてもよい。メモリ３１４は、遠隔プロセッサ３１２に対して、
その近傍に配置され、その一部として設けられ、それにプログラムされ、それとネットワ
ーク化され、および／又はそれからリモートな場所にあってもよく、これより、メモリ３
１４に記憶されたデータは、例えば、プロセッサ３１２によって読みだされて処理されて
もよい。メモリ３１４は、プロセッサ３１２によって実行可能な命令を記憶してもよい。
命令は、本明細書に記載された又は図面に示された動作又は機能の１つ又は複数を実現す
るように実行されてもよい。
【００５５】
　メモリ３１４は、取引アプリケーション３３０を記憶してもよい。ある実施形態では、
取引アプリケーション３３０は、異なる場所からアクセス可能である、又は異なる場所に
記憶される。プロセッサ３１２は、メモリ３１４に記憶された取引アプリケーション３３
０にアクセスして、取引アプリケーション３３０に含まれるコンピュータ読み取り可能命
令を実行してもよい。
【００５６】
　ある実施形態では、インストールプロセスの間に、取引アプリケーションが、入力デバ
イス３１８および／又はネットワーク３４０からメモリ３１４に転送されてもよい。コン
ピューティングデバイス３００が取引アプリケーション３３０を実行中、又は実行する準
備をしているとき、プロセッサ３１２は、通信ネットワーク３１０を介してメモリ３１４
から命令を読みだしてもよい。
【００５７】
Ｖ．ゲートウェイにおける取引所の制限による不利な影響を防止する例
　前述したように、ゲートウェイは、ネットワーク接続を通じた取引デバイスと取引所と
の間の通信を促進することができる。ゲートウェイと取引所との間のネットワーク接続は
、「取引所リンク」とも称される。例えば、取引所リンクによって、非取引所のソフト（
例えば、図１のゲートウェイ１２０上で動作するソフトウェア）が取引所のソフト（例え
ば、図１の取引所１３０上で動作するソフトウェア）と通信することができる。１つのゲ
ートウェイが、１つ又は複数の取引所間の異なる取引所リンクを管理してもよい。ある例
では、取引所は、取引所リンクの使用又は作成をゲートウェイに請求する。取引所リンク
からの最大値を実現するために、異なるトレーダおよび／又は取引デバイス（例えば、図
１の取引デバイス１１０）が取引所リンクを共有している。その結果、取引所とゲートウ
ェイとの間の１つの取引所リンクは、複数の取引デバイスから取引メッセージを受信する
。しかしながら、これにより、取引システムにおけるアクティビティに取引システム（例
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えば、取引デバイス）の参加者が気付かないという状況が生じうる。
【００５８】
　取引所によっては、取引所リンクの使用に制限を課している。例えば、取引可能オブジ
ェクトの価格がある期間において一定割合以上で変化した場合、取引所は、取引可能オブ
ジェクトの取引を停止することがある。この種の制限（例えば、「サーキットブレーカー
」）は、取引所の下流における全ての参加者（例えば、ゲートウェイおよび／又は取引デ
バイス）に影響を及ぼす。取引所が参加者に対してメッセージを伝えることができれば、
その参加者は、取引所の下流にいるといえる。取引所の下流における参加者の一部のみに
、他の制限が影響を及ぼしてもよい。例えば、取引所によっては、取引所リンクに関する
取引制限やスロットル制限を課している。すなわち、取引所は、取引所リンクを通じて取
引所に通信される取引メッセージの数の上限（例えば、取引所の取引制限）を課す。取引
所の取引制限に達したとき、取引所によって受信される取引メッセージ（例えば、取引注
文）は、拒絶されることがある。ある例では、取引所は、取引メッセージが拒絶されたと
きにそれをキャンセル（又は削除）する。その他の例では、取引所は、取引メッセージを
キャンセルするよりもむしろ、取引メッセージの実行を遅らせる（例えば、人工的な遅延
を含む）。ある例では、取引所リンクに関する取引所の取引制限は下流の参加者に適用さ
れない。その結果、参加者は、取引所によって受信された取引メッセージ（例えば、拒絶
メッセージ）に対する応答に基づいて、取引メッセージが取引所の取引制限を超えたこと
を学習する。
【００５９】
　複数の参加者が１つの取引所リンクを共有し、取引所の取引制限が個々の取引者に知ら
されていない場合には、自分の低ボリュームの取引注文が、取引所の取引制限を超えるこ
とになるとは思いもしない。しかしながら、複数の参加者が存在するため、参加者のうち
のいずれかが最終的な取引所の取引制限を消費し、他の参加者の取引注文が拒絶（例えば
、キャンセル又は人工的な遅延）される可能性がある。その結果、参加者は「重要」な取
引注文が拒絶された可能性があることに気づかない。例えば、「市場でのポジションを安
定させる（get flat in a market position）」ためにも、参加者は優先度の高い取引メ
ッセージの実行を必要とする場合がある。すなわち、取引メッセージの拒絶により、参加
者は、商品に関し、余分な注文又は過小な注文で終わる可能性がある。このため、取引所
の取引制限を低くする（例えば、人工的又は操作的な取引制限を計算する）ことで、優先
度の高い（又は重要な）取引注文を通信するために使用可能な予備キャパシティを実現す
ることが有益である。
【００６０】
　図４―図６は、本開示内容を実現するために実行可能なオペレーション例を表すフロー
図である。図４―図６のオペレーション例は、例えば、図１のゲートウェイ１２０および
／又は図２のゲートウェイ２２０ａによって実行することができる。以下では、図１のゲ
ートウェイ１２０が図４－図６に示すオペレーション例を実行するものとして説明してい
るが、任意の適切な装置により、図４－図６のオペレーション例を実行することができる
。図４－図６のオペレーション例は、取引所の制限によって不利な影響を受けることを防
止すべく、取引所リンクに対する取引制限よりも小さな人工的な取引制限を算出すること
によって、優先度の高い取引メッセージを通信するための予備キャパシティを利用可能と
するものである。
【００６１】
　取引所の制限による不利な影響を防止するために、取引所リンクに関する人工的（又は
操作的）な取引制限に基づいて取引メッセージが通信される。図４の例では、取引所リン
クに関する人工的（又は操作的）な取引制限が、取引所の取引制限に基づいて計算される
。図４の例示的なプロセス４００は、取引所リンクに関する取引所の取引制限を定義する
ことによって開始される（ブロック４０５）。取引所１３０での設定により、取引所リン
ク（例えば、取引制限）を通じてある期間（例えば、取引インターバル中）に通信される
取引メッセージの数が制限される。例えば、５秒間の取引インターバルを有する取引所１
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３０は、１取引インターバルごとに１０００の取引という、取引所リンクに関する取引制
限を設定することができる。その結果、取引制限に到達してから通信される取引メッセー
ジは、（取引インターバル中に）実行されない。ある例では、取引インターバルはスライ
ドウィンドウである。例えば、取引所１３０は、５秒間のスライドウィンドウにおける取
引メッセージの数を１０００に制限する。すなわち、任意の連続する５秒間の間に、取引
メッセージを最大で１０００個、取引所リンクを介して通信することが可能である。ある
例では、取引インターバルは独立しており、定義された期間である。例えば、５秒間の取
引インターバルは、０秒のマークで開始し、５秒のマークで終了する。ある例では、取引
所の取引制限が既に知られている（例えば、取引所が取引所の取引制限を公表している、
あるいは、ゲートウェイから要求されたときに取引所が取引所の取引制限を提供する）。
その他の例では、取引所の取引制限は、ゲートウェイによって推定される。ある例では、
取引所の取引制限は、一日の時間や市況に基づいて変化する。この場合、取引所の取引制
限は、取引期間を通じて定期的に又は非定期的にモニタ（又は計算／推定）される。
【００６２】
　図５は、図４のブロック４０５を実現するために実行可能なオペレーション例のフロー
図であり、ブロック４０５は、取引所の取引制限を定義するものである。図５の例では、
取引所の取引制限は、取引所１３０から受信したフィードバックに基づいて計算される。
図５のプロセスは、取引所リンクにおける取引所の取引制限が知られているかどうかを決
定することによって始まる（ブロック５０５）。ある例では、取引所１３０は、取引所リ
ンクにおける取引制限をゲートウェイ１２０へ提供する。取引所の取引制限が取引所１３
０によって提供される場合、その取引制限は記憶される（例えば、ゲートウェイ１２０に
よって記録される）。図５のプロセスはその後終了し、制御は図４のブロック４１０に続
く。
【００６３】
　取引所の取引制限がゲートウェイ１２０に知られていない場合（ブロック５０５）、取
引所の取引制限に達したときに取引所１３０が人工的な遅延を実行するかどうかの判定が
行われる（ブロック５１０）。例えば、取引所１３０は、取引注文を削除するのではなく
、取引注文の実行を遅らせる。取引所１３０が人工的な遅延を実行しない場合には、取引
所リンクを介して通信される取引メッセージのスループット（処理量）が追跡され（ブロ
ック５１５）、取引所１３０から受信した応答メッセージがモニタされる（ブロック５２
０）。ある期間にわたりスループットを追跡することによって、取引所１３０に通信され
る取引メッセージの数を知ることができる。その結果、取引メッセージに応答する拒絶メ
ッセージが取引所１３０から受信されると（ブロック５２０）、拒絶メッセージを受信す
る前に追跡されたスループットに基づいて、取引所の取引制限が計算される（ブロック５
２５）。例えば、５秒間における毎秒ごとの取引メッセージの追跡スループットが２９８
、２９６、２９９、３０１および３００であるところ、４秒目における３０１の処理量の
取引メッセージに応じて拒絶メッセージが受信されると（ブロック５２０）、取引所リン
クにおける取引インターバルごとの取引制限が３００の処理量の取引メッセージであると
計算される（ブロック５２５）。図５のプロセスはその後終了し、制御は図４のブロック
４１０に続く。
【００６４】
　取引所１３０が人工的な遅延を行う場合（ブロック５１０）、取引所リンクを介して通
信される取引メッセージの平均メッセージレイテンシー（メッセージの平均待ち時間）が
算出される（ブロック５３０）。ある例では、平均メッセージレイテンシーは、取引メッ
セージのラウンドトリップ時間をモニタすることにより計算される。すなわち、取引メッ
セージがゲートウェイ１２０によって通信されたときから、取引メッセージに対する応答
メッセージがゲートウェイ１２０によって受信されるまでの平均時間が計算される。平均
メッセージレイテンシーは、ゲートウェイ１２０を介して通信される取引メッセージのそ
れぞれに関連付けられたメッセージ識別子およびタイムスタンプを記録および追跡するこ
とによって計算されてもよい。あるいは、ゲートウェイ１２０は、各取引メッセージが受
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信および／又は送信されるごとにメッセージ識別子および記録時間情報を追跡するように
構成されてもよい。プロセスは、通信された取引メッセージのスループットを追跡し（ブ
ロック５３５）、現在のメッセージレイテンシーを平均メッセージレイテンシーと比較す
る（ブロック５４０）。すなわち、取引所１３０は取引制限に達したときに人工的な遅延
を実行することから、メッセージレイテンシーの急上昇は取引制限に達したことを意味す
る。その結果、メッセージレイテンシーが平均メッセージレイテンシーと異なる場合（ブ
ロック５４０）、その異なる前におけるスループットに基づいて、取引所の取引制限が算
出される（ブロック５２５）。ある例では、レイテンシーを平滑化するために、現在のメ
ッセージレイテンシーがメッセージレイテンシーの移動平均と比較される。図５のプロセ
スはその後終了し、制御は図４のブロック４１０に続く。
【００６５】
　図４の例示的なプロセスに戻ると、人工的な（又は操作的な）取引制限が、取引所の取
引制限に基づいて算出される（ブロック４１０）。人工的な取引制限とは、ゲートウェイ
１２０によって課される、取引所の取引制限よりも小さい制限である。それらの差により
、使用するための取引メッセージの予備キャパシティーが生成される。ある例では、使用
ポリシーに従って予備キャパシティがアクセスされる。使用ポリシーは、取引所リンクを
介して通信される取引メッセージの優先順位を指定してもよい。例えば、取引カウント（
例えば、取引インターバル中に通信（又は送信）される取引メッセージの数）が人工的な
取引制限に達したときに、取引メッセージを通信するために、使用ポリシーに従って予備
キャパシティがアクセスされる。その結果、優先度の高い取引メッセージ（例えば、内部
市場を向上させる取引メッセージ）については、取引所１３０による実行が確保される。
例えば、取引注文をキャンセルするための取引メッセージと、取引注文を追加するための
取引メッセージと、第２の取引注文をキャンセルする第２の取引メッセージとが、メッセ
ージ２つ分の予備キャパシティを有するゲートウェイ１２０によって受信される。取引注
文をキャンセルするための取引メッセージが、使用ポリシーによって、取引注文を追加又
は変更するための取引メッセージよりも優先される。取引所１３０に通信される取引メッ
セージが取引制限に向かってカウントされ、ゲートウェイ１２０がメッセージ２つ分の予
備キャパシティを有するので、ゲートウェイ１２０は、取引注文をキャンセルする２つの
取引メッセージを、取引所リンクを介して取引所１３０に送信する。ある例では、ゲート
ウェイ１２０は、取引注文を追加するための取引メッセージをキャンセルする。他の例で
は、ゲートウェイ１２０は、取引注文を追加するための取引メッセージの通信を次の取引
インターバルまで遅延する。他の例では、人工的な（又は操作的な）取引制限に達すると
、使用ポリシーにより、メッセージのトラフィック量が制御される。例えば、使用ポリシ
ーは、所定期間に通信されるメッセージの数を制限するものであり、これにより、取引所
の取引制限に到達することを防止する。他の例では、人工的な（又は操作的な）取引制限
に達すると、使用ポリシーによって、どのトレーダが取引を行うかが制限される。例えば
、人工的な取引制限に達すると、使用ポリシーは、マーケットメーカーとして指定されて
いるトレーダ（例えば、取引可能オブジェクト内の取引を促進するために取引可能オブジ
ェクトの買い価格と売り価格をクオートするトレーダ）への取引メッセージの通信を制限
する、および／又は、ヘッジを行っていない任意のトレーダ（例えば、反対の（又は対向
する、オフセットの）取引可能オブジェクトにおけるポジションを持たないことにより取
引可能オブジェクトにおけるリスクポジションが高まっているトレーダ）への取引メッセ
ージの通信を制限する。
【００６６】
　人工的な取引制限は、取引所の取引制限の関数として計算される。ある例では、人工的
な取引制限は、取引所の取引制限の一部（又は分数、パーセンテージなど）である。ある
例では、人工的な取引制限は、取引所の取引制限よりも少ない数の取引メッセージの定数
であってもよい（例えば、取引所の取引制限よりも１００少ない定数）。ある例では、人
工的な取引制限と取引所の取引制限との関係は、市況に基づいて変化してもよい。例えば
、そのような関係は、一日の時間（例えば、取引期間の開始時、取引期間の終了時）や、
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異なる取引所リンクを介して通信される取引メッセージの累積数などに応じて変化しても
よい。
【００６７】
　取引制限（例えば、取引所の取引制限や人工的な取引制限）が知られている場合（ブロ
ック４０５、４１０）、ゲートウェイ１２０は、使用ポリシーと取引カウントに基づいて
、取引所リンクを介して取引所１３０に取引メッセージを通信する（ブロック４２０）。
このために、ゲートウェイ１２０は、取引メッセージにメッセージ優先度を割り当てると
ともに、閾値の優先度よりも高いメッセージ優先度を有する取引メッセージを通信する。
例えば、ゲートウェイ１２０は、他の取引メッセージを遅らせながら予備キャパシティー
を使用する場合において、優先度の最も高い取引メッセージを取引所１３０に通信する。
【００６８】
　図６は、図４のブロック４２０を実現するために実行可能なオペレーション例のフロー
図であり、ブロック４２０は、ゲートウェイから取引所に取引メッセージを通信するもの
である。図６の例では、ゲートウェイ１２０は、取引閾値よりもメッセージ優先度の高い
取引メッセージを通信する。ある例では、取引閾値は、例えば図１の取引システム１００
の参加者によって選択された使用ポリシーに基づいて変化する。図６のプロセスは、取引
インターバルの間に受信したメッセージに対してメッセージ優先度を割り当てることによ
って開始される（ブロック６０５）。例えば、図１の取引デバイス１１０は、取引所１３
０による実行のためにゲートウェイ１２０に取引メッセージを通信する。ある例では、ゲ
ートウェイ１２０は、使用ポリシーに基づいて、取引メッセージのそれぞれにメッセージ
優先度を割り当てる。ある例では、使用ポリシーは、取引インターバルの間にどの取引メ
ッセージを取引所１３０に通信するかを決定する。ある例では、トレーダ又はユーザが使
用ポリシーを設定する。ある例では、取引メッセージは、メッセージタイプに基づいて優
先順位付けされる。例えば、取引注文をキャンセルするための取引メッセージは、他の取
引注文（例えば、前に通信された取引注文の変更又は修正、あるいは、取引注文の追加）
を実行するための取引メッセージよりも優先される。ある例では、取引メッセージは、各
取引のメッセージに関連するリスクポジションに基づいて優先順位付けされる。例えば、
リスクの高い取引メッセージは、リスクの低い取引メッセージよりも優先される。ある例
では、取引メッセージは、取引所による実行の可能性に基づいて優先順位付けされる。例
えば、内部市場との関係に基づき、内部市場に近い取引注文が内部市場から離れた類似の
取引注文よりも優先度が高くなるように、取引メッセージを優先順位付けすることができ
る。ある例では、前の取引インターバルから遅らされた取引メッセージに、高いメッセー
ジ優先度が割り当てられる。例えば、取引注文をキャンセルするための取引メッセージは
、前の取引インターバルから遅らされた取引注文を追加するための取引メッセージよりも
高い優先度を有する一方、前の取引インターバルから遅らされた取引注文をキャンセルす
るための取引メッセージよりも低い優先度を有する。ある例では、取引メッセージは、当
該取引メッセージに関連付けられたトレーダおよび／又は取引デバイスに基づいて優先順
位付けされる。取引所リンクには異なる取引デバイスが接続される場合があるため、取引
メッセージを通信する取引デバイスに基づいて、取引メッセージのメッセージ優先度が調
整されてもよい。例えば、トレーダは追加料金を支払うことで、特定の取引デバイスによ
って通信される取引メッセージのメッセージ優先度を高めることができる。また、取引メ
ッセージの優先順位付けに関して、その他の基本原理を採用してもよい。
【００６９】
　図６のプロセスは、取引メッセージのメッセージ優先度を取引閾値と比較する（ブロッ
ク６１０）。ある例では、取引閾値は、使用ポリシーに基づいて変化する。例えば、使用
ポリシーは、取引インターバル中に取引所１３０に通信される取引メッセージの取引カウ
ントに基づいて、取引閾値を変化させる。例えば、取引閾値は、取引インターバルの開始
時に最も低い優先度に設定され、取引カウントが人工的な取引制限に近づいている時に第
２の優先度に設定され、取引カウントが人工的な取引リミットよりも大きい時に第３の優
先度に設定される（例えば、予備キャパシティーを使用して取引メッセージを通信する）
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。ある例では、取引閾値より優先度の低い取引メッセージは（ブロック６１０）、取引所
との通信に関して遅延される（ブロック６１５）。例えば、取引メッセージの通信は、次
の取引インターバルまで遅延される。ある例では、取引メッセージは、同じ取引インター
バル内で遅延される（例えば、メッセージ優先度の高い取引メッセージが通信された後に
取引所に通信される）。ある例では、取引閾値よりもメッセージ優先度の低い取引メッセ
ージは（ブロック６１０）、ゲートウェイ１２０によってキャンセルされる。その後、他
の取引メッセージの通信を継続するか否かが決定される（ブロック６３５）。別の取引メ
ッセージを受信すると、制御はブロック６１０に戻り、メッセージ優先度が取引閾値より
も高いか否かを決定する。それ以外の場合は、図４、図６のプロセスは終了する。
【００７０】
　取引メッセージのメッセージ優先度が取引閾値よりも大きい場合（ブロック６１０）、
取引メッセージは、取引所に通信される（ブロック６２０）。次に、取引所リンクを介し
て取引所に通信される取引メッセージの取引カウントが更新される（ブロック６２５）。
すなわち、取引メッセージが取引所に通信されると取引カウントが増加し、取引カウント
は取引インターバル中にモニタされる。次に、取引閾値が使用ポリシーを満たすかどうか
が決定される（ブロック６３０）。例えば、使用ポリシーは、取引カウントに基づいて取
引閾値を変更する。取引閾値が使用ポリシーを満たしている場合（ブロック６３０）、制
御はブロック６３５に進み、取引インターバル中に別の取引メッセージが受信されたかど
うかを決定する。
【００７１】
　ブロック６３０に戻ると、取引閾値が使用ポリシーを満たしていない場合、取引閾値が
更新される（ブロック６４０）。例えば、使用ポリシーは、取引カウントが人工的な取引
制限に達するまでに全ての取引メッセージが取引所１３０に通信されるように、取引閾値
を設定する（ブロック６４０）。取引カウントが人工的な取引制限よりも大きい場合、優
先度の高い取引メッセージを通信するが優先度の低い取引メッセージを通信しないように
、取引閾値が使用ポリシーに基づいて調整される。その結果、取引閾値が更新される。あ
る例では、取引期間が終了したときに、取引閾値が使用ポリシーに基づいて設定される。
ある例では、取引閾値が調整されたときに、その情報が、取引所リンクに接続されている
下流側の取引デバイスに伝達される。その結果、取引デバイス１１０は、ゲートウェイ１
２０に通信する取引メッセージを調整することができる。例えば、図１の取引デバイス１
１０は、現在の取引閾値よりも優先度の低い取引メッセージをゲートウェイ１２０に通信
しない（例えば、取引メッセージは、ゲートウェイ１２０や取引所１３０ではなく取引デ
バイス１１０によって遅延又はキャンセルされる）。制御はブロック６３５に進み、取引
インターバル中に別の取引メッセージが受信されたかどうかを決定する。
【００７２】
　図７は、図４－図６のオペレーション例を実現および／又は実行可能な例示的なシステ
ム７００のブロック図である。ある例では、システム７００は、図１のゲートウェイ１２
０および／又は図２のゲートウェイ２２０ａに関連付けられたソフトウェア（又はアプリ
ケーション）の一部として実現されてもよい。ある例では、システム７００は、ゲートウ
ェイ１２０に関連付けられたソフトウェアとは独立して動作可能なコンピュータ実装コー
ド又はその命令として実現される。ある例では、システム７００の特徴および特性は、図
１のゲートウェイ１２０および／又は図２のゲートウェイ２２０ａに関連して動作可能な
ハードウェアにて実現される。
【００７３】
　図７のシステム７００は、取引モニタモジュール７０５を備え、取引モニタモジュール
７０５は、取引所リンクを介して取引所１３０に通信され受信される取引メッセージを追
跡する。例えば、取引モニタモジュール７０５は、取引メッセージが取引所１３０に通信
されたという情報を受信する。ある例では、取引モニタモジュール７０５は、取引所１３
０からの応答メッセージを受信する。結果的に、取引モニタモジュール７０５は、メッセ
ージレイテンシーと平均メッセージレイテンシーを算出する。例えば、取引モニタモジュ



(20) JP 6285460 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

ール７０５は、取引所１３０に通信された取引メッセージのタイムスタンプを、当該取引
メッセージに対応する応答メッセージのタイムスタンプと比較する。
【００７４】
　システム７００の例示的な取引所取引制限定義付けモジュール７１０は、取引所リンク
における取引所の取引制限を定義する。ある例では、取引所の取引制限が取引所１３０に
よって提供され、取引制限定義付けモジュール７１０によって記憶される。ある例では、
取引制限定義付けモジュール７１０は、取引所の取引制限を計算する。例えば、取引制限
定義付けモジュール７１０は、取引所リンクを介して取引所１３０に通信された取引メッ
セージの数を示す取引カウントと、受信した応答メッセージの識別子とを受信する。その
結果、取引制限定義付けモジュール７１０は、拒絶メッセージが受信されたときに、取引
カウントに基づいて取引所の取引制限を算出する。ある例では、取引制限定義付けモジュ
ール７１０は、平均メッセージレイテンシーのインジケーション（表示）と、応答メッセ
ージについて計算されたメッセージレイテンシーのインジケーションとを受信する。その
結果、取引制限定義付けモジュール７１０は、メッセージレイテンシーを平均メッセージ
レイテンシーと比較する。メッセージレイテンシーが平均メッセージレイテンシーから離
れている場合、取引カウントに基づいて、取引所の取引制限が算出される。ある例では、
取引制限定義付けモジュールは、メッセージレイテンシーと平均メッセージレイテンシー
との差を最小閾値と比較して、取引所の取引制限を計算するタイミングを決定する。ある
例では、取引制限定義付けモジュール７１０は、メッセージレイテンシーと平均メッセー
ジレイテンシーとの差の連続系列を使用することで、取引所の取引制限を計算するタイミ
ングを決定する。
【００７５】
　システム７００の人工的取引制限計算モジュール７１５は、取引所の取引制限に基づい
て、人工的な取引制限を計算する。ある例では、人工的な取引制限は、取引所の取引制限
の一部（又は分数、パーセンテージなど）である。ある例では、人工的な取引制限は定数
である。例えば、人工的な取引制限により、５０の取引メッセージに相当する予備キャパ
シティーが生成される。ある例では、人工的な取引制限は市況に基づいて変化する。例え
ば、人工的な取引制限は、一日の時間や、取引所に通信される取引メッセージ量や、取引
所リンクを介して通信される取引メッセージに対応する活動レベルに基づいて変化する。
【００７６】
　システム７００のメッセージ優先度割当てモジュール７２０は、取引デバイスから受信
した取引メッセージに関して、取引所１３０と通信するためのメッセージ優先度を割り当
てる。ある例では、取引インターバル内における様々な取引カウントや時間において取引
メッセージをどのように処理するかを記述した使用ポリシーが、メッセージ優先度を決定
する。ある例では、使用ポリシーは、取引メッセージや、取引メッセージのリスクポジシ
ョンや、取引メッセージの実行可能性や、取引メッセージおよび／又は取引カウントに関
連付けられたトレーダに基づいて、メッセージ優先度を変化させる。
【００７７】
　システム７００の取引メッセージ通信モジュール７２５は、取引メッセージのメッセー
ジ優先度に基づいて、取引メッセージを取引所１３０に通信する。例えば、取引メッセー
ジ通信モジュール７２５は、取引メッセージのメッセージ優先度を取引閾値と比較する。
そのような例では、取引閾値よりもメッセージ優先度が低い取引メッセージは遅延および
／又はキャンセルされる。それ以外の場合、取引メッセージのメッセージ優先度が取引閾
値よりも高い場合には、取引メッセージは取引所１３０に通信される。ある例では、取引
閾値は、取引カウントに基づいて変化する。例えば、使用ポリシーは、取引カウントが人
工的な取引制限に近づいているときに、取引閾値を調整する（例えば、増加させる）。そ
の結果、取引閾値が増加された期間において、第１のメッセージ優先度を有する取引メッ
セージは取引所１３０に通信され、その一方、第２のメッセージ優先度を有するメッセー
ジは遅延される（当該取引インターバルにおける後の期間又は次の取引インターバルまで
遅延される）、および／又は、キャンセルされる（例えば、取引所１３０に通信されない



(21) JP 6285460 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

）。ある例では、取引メッセージ通信モジュール７２５は、受信および／又は遅延された
取引メッセージの取引メッセージキューを維持する。その結果、遅延された取引メッセー
ジはメッセージキューの最後に移動される。
【００７８】
ＶＩ．取引所の取引制限による不利な影響を防止する例
　上述したように、取引所は、ある期間（例えば、取引インターバル）において取引所リ
ンクを介して通信される取引メッセージの数を制限することができる。ある例では、取引
所は、取引カウントに基づく警告メッセージを応答メッセージと共にゲートウェイに通信
する。例えば、取引所は、取引カウントが取引所の取引制限に近づいていることを示す応
答メッセージをゲートウェイに通信する。それに対して、ゲートウェイは、取引所に通信
される取引メッセージをさらに調整又は修正することができる。
【００７９】
　図８は、取引カウントに基づく警告メッセージをゲートウェイに通信するために実行可
能なオペレーション例のフロー図である。図８の例示的なプロセス８００は、取引所（図
１の取引所１３０）が取引所リンクを介して取引メッセージを受信したときに開始される
（ブロック８１０）。例えば、ゲートウェイ（図１のゲートウェイ１２０）は、ある取引
所を介して取引所１３０に取引メッセージを通信する。その結果、取引所１３０は、取引
所リンクを介して受信される取引メッセージの数を追跡するカウンタをインクリメントす
る。
【００８０】
　取引所１３０は、取引カウントを使用ポリシーと比較することで、ゲートウェイ１２０
に通信する応答を決定する（ブロック８２０）。ある例では、その比較によって、取引所
１３０がアラート又は警告メッセージを通信する。例えば、取引所１３０は、取引カウン
トが人工的な取引制限よりも多いことを警告するメッセージをゲートウェイ１２０に通信
する（ブロック８３０）。加えて、取引所１３０は、取引所リンクのアクティビティに関
して下流側の参加者に警告することができる。例えば、取引所１３０は、下流側の参加者
に対して、取引所リンクを介して取引メッセージを通信している取引デバイスの数を通知
する。ある例では、取引所１３０はさらに、別の取引所リンクに切り替えるオファーを１
つ又は複数の取引デバイス１１０に通信する。例えば、取引所１３０は、取引デバイス１
１０がオファーを受け入れてオファーに応答するときに、取引デバイス１１０を現在の取
引所リンクから比較的活動性の低い取引所リンクに転換させる。ある例では、ゲートウェ
イ１２０は、通信される後続の取引メッセージを調整又は修正する。ある例では、取引所
１３０は、追加の取引メッセージを購入するオファーを下流側の参加者に通信する。取引
カウントが取引所の取引制限の所定割合よりも多い場合に（ブロック８２０）、取引所１
３０は、優先度の高い取引メッセージを通信するための追加的な取引メッセージを購入す
るオファーを通信する。ある例では、取引所１３０は、警告メッセージを促す取引メッセ
ージに関連付けられているトレーダに基づいて、警告メッセージを通信する。ある例では
、取引所１３０は、警告メッセージを促す取引メッセージにどのトレーダが関連付けられ
ているかにかかわらず、選択されたトレーダに警告メッセージを通信する。図８のプロセ
スはその後、終了する。
【００８１】
　図面のいくつかは、ある実施形態の全て又は一部を実現するために使用可能な例示的な
ブロック図、システムおよび／又はフロー図を示す。例示的なブロック図、システムおよ
び／又はフロー図における１つ又は複数のコンポーネント、エレメント、ブロックおよび
／又は機能は例えば、ハードウェア、ファームウェア、（有形コンピュータ読み取り可能
媒体に記憶されたコンピュータ読み取り可能な命令のセットとしての）ディスクリートロ
ジック、および／又はそれらの任意の組み合わせにて、単独又は組み合わせて実装されて
もよい。
【００８２】
　例示的なブロック図、システムおよび／又はフロー図は例えば、特定用途向け集積回路
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（ＡＳＩＣ）、プログラマブルロジックデバイス（ＰＬＤ）、フィールドプログラマブル
ロジックデバイス（ＦＰＬＤ）、離散論理、ハードウェアおよび／又はファームウェアの
任意の組み合わせを使用して実現される。また、例示的な方法のいくつか又はその全ては
例えば、手動で又は上述の技術と組み合わせて実行されてもよい。
【００８３】
　例示的なブロックダイアグラム、システムおよび／又はフロー図は例えば、１つ又は複
数のプロセッサ、コントローラおよび／又はその他の処理デバイスを用いて行われる。例
えば、その例としては、有形のコンピュータ読み取り可能媒体に記憶されたコンピュータ
読み取り可能な命令などのコード化された命令を使用して実行される。有形コンピュータ
読み取り可能媒体は例えば、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読み出し専用メモリ（
ＲＯＭ）、プログラマブル読み出し専用メモリ（ＰＲＯＭ）、電気的プログラマブル読み
出し専用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能読み出し専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）、
フラッシュメモリ、ハードディスクドライブ、光媒体、磁気テープ、ファイルサーバ、そ
の他の任意の有形データ記憶デバイス、又はそれらの任意の組み合わせなど、様々なタイ
プの揮発性および不揮発性の記憶媒体を含む。有形コンピュータ読み取り可能媒体は、不
揮発性である。
【００８４】
　さらに、例示的なブロック図、システムおよび／又はフロー図について図面を参照しな
がら説明したが、その他の実現形態も可能である。例えば、コンポーネント、エレメント
、ブロックおよび／又は機能の実行順序を変更可能である、および／又は、説明したコン
ポーネント、エレメント、ブロックおよび／又は機能のうちのいくつかを変更、削除、細
分化又は組み合わせてもよい。さらに、コンポーネント、エレメント、ブロックおよび／
又は機能のいずれか又はその全ては、例えば別個の処理スレッド、プロセッサ、デバイス
、離散論理および／又は回路によって、直列および／又は並列に実現されてもよい。
【００８５】
　複数の実施形態について開示したが、様々な変更が可能であり、均等物によって置換さ
れてもよい。さらに、特定の状況又は材料を適合させるように多くの修正を行ってもよい
。このように、開示された技術は、開示した特定の実施形態に限定されるものでなく、添
付の特許請求の範囲に含まれる全ての実施形態を包含することが意図される。



(23) JP 6285460 B2 2018.2.28

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(24) JP 6285460 B2 2018.2.28

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(25) JP 6285460 B2 2018.2.28

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  トーマス・ジェフリー・ワイス
            アメリカ合衆国６０６０６イリノイ州シカゴ、サウス・リバーサイド・プラザ２２２番、スウィー
            ト１１００、トレーディング・テクノロジーズ・インターナショナル・インコーポレイテッド内
(72)発明者  マイケル・アネティック
            アメリカ合衆国６０６１４イリノイ州シカゴ、ノース・ジニーバ・テラス２６５７番

    審査官  大野　朋也

(56)参考文献  特開２００７－２６５２４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１９１８１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－０３３１３４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００９－５２７８３９（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１２／０５０６７９（ＷＯ，Ａ２）　　
              国際公開第２００４／００８３０９（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２０１１／０１４５１２５（ＵＳ，Ａ１）　　
              特開２００６－２９３８５２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００４－５２２２１２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０６Ｑ　　１０／００－９９／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

